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図１　欧州におけるフェアトレード市場
　　　小売換算推計（100万ユーロ）
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●伸びるフェアトレード市場
　フェアトレード専門店のネットワーク組
織である
D
utch A
ssociation of W
orld-
shops （ＤＡＷＳ）は、二〇〇八年一二月
に日本を含む三三カ国のフェアトレード市場に関する報告書
Fair Trade 2007: N
ew
 
Facts and Figures from
 an O
ngoing Success 
Story: A Report on Fair Trade in 33 Consum
er 
Countries を発表した。調査対象を欧州に
限定した類似の調査は、欧州のフェアトレード団体によって、一九九五年、一九九八年、二〇〇一年、二〇〇五年に発表されている。五回目にあたる今回の報告書で 初め米州や太平洋周辺地域の状況も報告された。
　二〇〇五年の報告書では、欧州における
フェアトレード市場（小売換算）は、二〇〇〇年から二〇〇四年の間、平均成長率二〇％の割合で増加し、二 ・六億ユーロから六 ・ 六億ユーロとほぼ二 ・ 五倍に拡大したことが報告された。引き続き発表され今回の報告書では、欧州におけるフェアトレード市場（小売換算）は、二〇〇七年には二〇〇五年の二 ・ 五倍にあたる一六 ・ 九九億
ユーロとなり、この間、年平均の成長率は三〇％を超えていることを示した。フェアトレード市場は二〇〇四年以降も堅実な伸びを見せていることを印象づけたのである。
　フェアトレードと一言にいってもさまざ
まな形態がある。国際協力ＮＧＯが途上国の支援先で生産された農産品や手工芸品をフェアトレードとして販売する形態や、途上国の生産者団体と先進国の小売・輸入団体が国際ネッ ワ ク 組んで 形態、フェアトレード基準を策定しそ に合致した生産品にフェアトレードラベルを添付して販売する形態などがある。
　図１に二〇〇〇年から二〇〇七年の欧州
のフェアトレード市場（小売換算）を示た。グラフからも分かる通り、近年のフェアトレード市場の拡大は、フェアトレードラベル（ＦＬＯ認証）が添付されたフェアトレード商品 成長が大きな原動力となっていることが分かる。これは、欧州のみならず世界規模でみた場合も同じ傾向である。欧州、米州、日本を含む全世界の 上（小売換算）は、 二〇〇六年で一八 ・ 七一億ユーロ、二〇〇七年で 六 ・四六億ユーロと順
調に拡大してきているが、ＦＬＯ認証を受けたフェアトレード商品の売上はそれぞれ八七％、九〇％を占め 。
　国際的なフェアトレードラベルの仕組み
は
 F
airtrade L
abelling O
rganizations 
International （ＦＬＯ）が基準づくりや
監査の仕組みを構築している。基準に合致した生産者団体の商品にはフェアトレードラベルを添付し、フェアトレード専門店以外のチャネルでフェアトレード商品を差別化し販売することを可能にした。二〇 七年にはフェアトレード商品を販売するスーパーマーケットは、
w
orldshop
と呼ばれ
るフェアトレード専門店の店舗数三一九一件の二〇倍を超える六万七六一九件となり、欧州の人々にとって より身近な存在になった。また、フェアトレード商品の売り上げの約九割が
w
orldshop
以外の販路で販売されていることからも、ＦＬＯ認証の貢献を推し量ることができ 。
　すでに、英国大手小売店
M
arks &
 Spen-
cer
や
Sainsbury's 、生協、バージンアトラ
ンティック航空は、自社 売、提供するコーヒーはすべてＦＬＯ認証を受けたもの
池ヶ谷二美子
国際フ ェ アトレード組織の戦略
?
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フェアトレードと貧困削減
表１　主なフェアトレードネットワーク組織
組織名 本拠地（設立） 活動内容／メンバー
FLO ドイツ（1997年）
フェアトレードラベルの活動
を行う
IFAT オランダ（1989年）
生産者団体と輸入団体、フェ
アトレード支援団体の国際
ネットワーク
NEWS! ドイツ（1994年）
欧州のWorldshop（フェアト
レード専門店）ネットワーク
EFTA オランダ（1987年）欧州の輸入業者ネットワーク
FTF 米国（1994年）
生産者団体、輸入団体、フェ
アトレード支援団体のネット
ワーク（主に米国、カナダ）
表２　IFAT SFTMS／ラベルの導入スケジュール
2007年
3月 タイ、ベトナムの2生産者団体を対象にF/Sを実施
5月 IFAT総会で基本概念と作業工程が承諾
2008年
8月 SFTMSドラフト第1版が公開
8-10月 ドラフト第1版にコメント受付（IFAT地域総会）
12月 試験的実施、現場検証
2009年
1月 SFTMSドラフト第2版公開
2-4月 ドラフト第2版に内部・外部からコメント受付（IFATGlobalConference）
5月 SFTMS最終版完成
6月 最初の認証を実施（試験的導入）
7-12月 体制の構築
（出所）SFTMSIFAT’sVoluntaryPublicStandardSettingProcess,IFAT,2008より。
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を採用している。英国では、ＦＬＯ認証を受けたコーヒーのシェアは二〇〇四年度の時点ですでに市場の二〇％に達していた。また、米国に拠点を置くコーヒーチェーンのスターバックスは、ＦＬＯ認証を受けたコーヒーの取扱量 二〇〇九年に倍の四〇〇〇万ポンド（約一 ・八万トン）まで増加させると二〇〇八年 月に発表した。
　今後、フェアトレード市場はどうなって
いくのか、市場拡大の鍵を握るフェアトレード組織の動きに注目してみたい。●フェアトレード組織 動き
　フェアトレード組織は、さらなる市場拡
大を図るべく、新たな戦略を練っている。国際的なフェアトレード組織は表１に示すような、ＦＬＯ、ＩＦＡＴ、ＮＥＷＳ！、ＥＦＴＡ、ＦＴＦなどがよく知られている。このうち日本を含む国際的なネッ ワーク組織としては、ＦＬＯ、ＩＦＡＴの二団体がある。この二団体はそれぞれの戦略をもってさらなるフェアトレード市場の拡大を目指している。●ＩＦＡＴの戦略
　ＩＦＡＴは、途上国の生
産者団体と先進国の輸入・小売団体のネットワークで、七〇カ国、三五〇以上の団体が所属し、 日本では、 ピープル・ツリーのブランドで
知られるフェアトレードカンパニーとネパリバザーロの二団体が加盟している。加盟団体はＩＦＡＴのマークを使用することができるが、マ クは組織に対して付与されるものであり、商品へ 添付は認められていなかった（写真１） 。
　そのＩＦＡＴが、ＦＬＯに続き、商品に
添付するフェアトレードラベル 導入を検討している。ＩＦＡＴの場合、途上国の生産者団体と先進国の輸入・小売団体がネットワークとして直接つながっていることから、ＦＬＯの仕組みと比較して、生産者との結びつきが強い、あ いは生産者 顔が見える関係である、と表現されることが多かった。今回のＩＦＡＴラベルの導入は、ＩＦＡＴのネットワークを超え、一般ルートへの拡販も視野に入れられているようだ。ＩＦＡＴラベル 導入 背景には、ＦＬＯ認証によって成し得たフェアトレード市場の拡大が影響していると考えられる。
　ＩＦＡＴのラベルは、フェアトレード組
織として透明性や説明責任を果たすために導入を予定しているマネジメントシステムの構想に基づいた試みである。ＩＦＡＴのマネジメントシステムは
Sustainable 
F
air T
rade M
anagem
ent System
（ＳＦ
ＴＭＳ）という名称で、二〇〇九年の試験導入に向けて準備が進められて る。二〇〇八年八月にすでにＳＦＴＭＳのドラフト第一版が公開されており、同年一〇月にスリランカで開催されたＩＦＡＴアジア
会合では、公開されたＳＦＴＭＳのドラフトに関してパブリックコメントを受け付けるセッションが開催されていた。二〇〇九年には、ドラフト第二版および最終版が取りまとめられ、同年中にシステムの試験的導入が予定されている（表２参照） 。
　ＳＦＴＭＳは、ＩＳＯやＳＡ八〇〇〇と
いったマネジメントシステムの考え方に基づいており、ＳＦＴＭＳを導入した団体は、第三者機関によって監査 認証される。認証後、登録番号を受けることでフェアトレードラベルの使用ができる仕組みであ（二〇〇八年一〇月時点） 。
　ＳＦＴＭＳはＩＦＡＴ独自の基準を設け
ており、そのためＩＦＡＴのフェアトレードラベルはＦＬＯ認証のラベルとは別のデザインとなる予定である。複数のフェアトレードラベルが市場にでることで混乱が想定されるが、ＩＦＡＴとＦＬＯは対話を進め、共にフェアトレードを広めていく姿勢を対外的に発信するべく、共通 フェアトレード原則の採択に向けて作業 行っる。
　ＦＬＯ認証の導入によってフェアトレー
ド市場は飛躍的に拡大した。ただし、最低買い取り価格を設定するＦＬＯの基準を手工芸品にあて めることは難 く、その基準は主に農作物に限定されている。ＩＦＡＴのラベル認証制度によって、手工芸品がフェアトレード商品として差別化され新たなチャネルで取り扱われることとなり
IFATの加盟団体に
付与されるマーク。
商品への添付は認め
られていない
写真1
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フェアトレードに新たな可能性が広がることになる。
　二〇〇八年一〇月にスリランカで開催さ
れたＩＦＡＴアジア会合では、ＳＦＴＭＳについて話し合われたほか、ＩＦＡＴの名称変更についても採決された。その結果、これまでの
International F
air T
rade A
ssocia-
tion
から、
W
orld F
air T
rade O
rganization
（ＷＦＴＯ）へと名称が変更されたのである。組織の名称変更は対外的に大き 意味を持つ。ＩＦＡＴの代表である
P
aul M
yers
氏はこの組織 を、ＳＦＴＭＳや独自のフェアトレードラベル 導入と同様、「ＩＦＡＴがフェアトレードの世界的な組織になるという思いと共に、新たな消費者にアクセスするため 一連の動きの一 である」と説明して る
　次回のＩＦＡＴ総会は、二〇〇九年五月
にネパールで開催される予定だ。この総会ではＳＦＴＭＳの最終版が採択され、またＷＦＴＯとして新たなマークが発表されることになっている。
　毎年五月の第二土曜日は世界フェアト
レードデーとして、ＩＦＡＴ加盟団体 中心となり世界中でさまざまなイベントが開催されている。二〇〇九年の世界フェアトレードデーのキーワード
B
ig B
ang
であ
る。
B
ig B
ang
は宇宙誕生の際にあったと
いわれる大爆発を意味する。ＩＦＡＴにとって、またフェアトレードを取り巻く環境にとって、新世界の創造となる大きな変
化が期待されている。●ＦＬＯの戦略
　一方で、すでにラベル認
証の制度を確立してきたＦＬＯは、ラベルの信頼性を高め、フェアトレードの理念に基づくＦＬＯ認証が多くの人に受け入れられるよう、また、生産者とより強い連携を持つべく組織を変革させてきた（写真２） 。
　一九八〇年代から欧米各国で始まった
フェアトレードラベル運動がＦＬＯという統一組織を設立したのが一九九七年である。日本では、一九九三年にトランスフェア・ジャパンが設立され、ラベル 世界で統一された際にフェアトレード・ ・ジャパンと名称を変更している。
　認証機関としてより透明性、中立性を保
つため、ＦＬＯは認証のための監査組織F
L
O
-C
ert G
m
bH
(L
td) と基準を設計する
組織（
F
L
O
 e.V
. ）を二〇〇三年に分離した。
　また、途上国の生産者団体と先進国の輸
入団体がネットワークを組むＩＦＡＴに比べ、生産者の意向が取り入れられにくいと指摘されているシステムの改善をＦＬＯは進めてきている。その一環として二〇〇四年、
F
L
O
 e.V
.
は
P
rod
u
cer B
u
sin
ess 
U
nit （ＰＢＵ）を立ち上げた。これは、生
産者組織がフェアトレードの理念やシステ
ムをきちんと理解し、ＦＬＯの基準を順守するための支援を行うことを目的としている。
　ＦＬＯの監査は基本的に毎年実施されて
おり、監査で指摘された是正項目は、その重要度によって期限付きの改善要求が出される。期限までに改善で ない場合は、認証の停止ということもあり得るという厳格なものである。フェアトレード基準の順守や是正要求への対応は、経験が少ない生産者組織にとって難しいことが多い。これがＦＬＯ認証を取得する上で生産者にとって大きな障害と っていた ＰＢＵからの支援が入ることにより、フェアトレードの理念を理解し、組織が強化さ 、監査の実施だけでは改善が難しい部分を補完することが可能となってい 。現在、ＰＢＵでは二七人のリエゾン・オフィサーが四二カ国の生産者団体を支援している （写真３参照）
　生産者組織がＦＬＯ認証を取得するため
には、監査費用（正式には認証費用＝C
ertification F
ee ）を
F
L
O
-C
ert G
m
bH
 
(L
td) に支払い監査を受ける必要がある。
監査費用は、監査対象となる生産者組織の規模に応じて異なるが、通常数千ユーロの支出となる。生産者組織にとってこの監査費用がＦＬＯ認証を取得する上で障害となっていた。この を補うため、
F
L
O
's 
P
roducer C
ertification F
und
が立ち上げ
られ、生産者組織に資金面での支援を実施している。二〇〇七年には七二の生産者組
写真２
FLO認証を受けた商品に
添付されるフェアトレー
ドラベル。2007年に世
界統一ラベルとなった
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織がこのファンドを活用し、七万四〇〇〇ユーロが拠出された。
　また、ＰＢＵやファンドという生産者支
援に加えて、生産者の意見をよりＦＬＯの運営に反映させるための組織変更が行われてきた。二〇〇七年五月の総会では、アジア、 ラテンアメリカ アフリカの生産者ネットワーク組織が新たにＦＬＯ総会 メバーとなり、議決権を持つようになった。さらに、ＦＬＯの理事会の理事構成が変更され、理事一三議席のうち四議席をネットワーク組織の代表が占めるようになった。このように、ＦＬＯの意思決定機関である理事会と総会の両方で、生産者組織の発言権を高める体制が導入された。
　二〇〇七年一一月、ＦＬＯは新たなＣＥ
Ｏとして
R
ob C
am
eron
氏を迎えた。
C
am
eron
氏は起業家としてサステナビリ
ティ報告書、ＣＳＲ報告書を作成する会社のＣＥＯとして活躍した実績を持っている。
また、ＡＡ一〇〇〇といったサステナビリティ報告書やＣＳＲ報告書の基準作りを担う英国の非営利組織
A
c-
countA
bility
社の理
事会に名前も連ねており、ビジネス界の動きにも明るい人材である。非営利組織であるフェアトレード組織をどう
ビジネスとリンクさせるか、また、多国籍企業をどうフェアトレードに巻き込んでいくのか、その手腕が試されている。●日本のフェアトレード市場
　日本におけるフェアトレード市場は欧米
と比較し、いまだ小さいといわれている。拓殖大学の長坂寿久教授は著書『日本のフェアトレード』の中で、二〇〇七年時点の日本のフェアトレード市場を七〇億円と推計した。一人当たりのフェアトレード商品購入額では年間五八円程度となる。ＤＡＷＳ（二〇〇八年）によると 一人当たりのフェアトレード商品購入額（ＦＬＯ認証のみ）は英国で一一 ・五七ユーロ（一ユーロ一三〇円換算で一五〇四円 、スイスで二一 ・〇六ユーロ（同二七三八円）とな 、日本の市場規模が欧州に比べ極めて小さいことが分かる。日本でフェアトレードの先駆けとなった第三世界ショップができたのは一九八六年で、ＦＬＯのメンバーであるトランスフェアジャパン（現（特活）フェアトレード・ラベル・ジャパン）が設立されたのが一九九三年である。日本にフェアトレードという概念がもたらされた は州に比べそれほど遅くはないことを考慮すると、日本のフェアトレード市場 成長は極めて遅い印象を受ける。しかし、 こ数年で日本においても新たな動きがでてきている。
　チョコレボ実行委員会は、日本で初めて
フェアトレードの本格的な定量調査を実施した。二〇〇七年に実施された調査では、最近の二年間でフェアトレード認知者が倍以上になっ ことを示した。また、二〇〇八年に実施され 調査では、初めてフェアトレードの認知度が定量的に測られたが、一七 ・六％と関係者の予想を上回る高い値となった。
　二〇〇八年は、ハンバーガーチェーンの
ウェンディーズが全店でフェアトレードコーヒーの販売を展開したり、コンビニエンスストアのミニストップが全店でトレードチョコレートやドライフルーツを販売するなど、フェアトレードがより一般の人の目に触れるようになった。 ま 、 フェアトレードに関する書籍が数多く出版されテレビなど メディアでフェアトレー が取り上げられる機会が増えたことなど、認知率が上昇する要因はいくつか考えることができる。 欧米 ように、 日本におけるフェアトレード 一過性ではない盛り上がりをみせ、日本の消費者がより途上国の生産者に関心を持ち積極的にフェアトレード商品を選ぶようになることを期待する。
（いけがや 　ふみこ／（株）かいはつマネジメント ・ コンサルティング （フェアトレードスタイル（
http://w
w
w
.
fairtrade-net.org ）管理人） ）
写真３
スリランカのFLO認証を取得した紅茶園では、FLO
のPBUの支援により、現地のコンサルタントが年に
数回生産者組織を訪問し、紅茶園の経営者や従業員
に対して、年間計画の策定やフェアトレード奨励金
の用途などに関するワークショップを行っている。
写真は支援のもと作成された年間計画表
